	美容業


美容所は、近年、男性客が増加する動きがみられるものの、デフレ下にあって、価格の低下、利用客の中高年齢化による来店頻度の減少がみられる一方、低価格店や大手チェーンの進出や新規開業により、過当競争が生じている商業地が多く、個人経営店は厳しい経営環境となっている。
厳しい景況と少子高齢社会において、新規顧客の獲得やなじみ客の維持が困難であるほか、経営者の高齢化や後継者難で廃業する美容所も増加している。

業界の概要

美容所は、一定の衛生基準を満たすことを求められる生活衛生関係の業種で、美容所のサービスは、一人の美容師が一人の顧客に接し、顧客の意向を汲んで施される施術である。施術内容は、カット、セット、パーマネント、毛染め、トリートメント、ヘアケア、ヘッドスパなどで、カットのニーズが一番多い。施術では、機械や設備も使用されるが、サービスの大部分を労働力に頼る典型的な労働集約型産業である。そして、常用雇用者の規模が4人以下の事業所が全体の8割を超え、営業形態も個人経営が約７割を占めるなど、零細性の強い業種である。

美容師になるには、美容師法に基づく厚生労働大臣の免許が必要で、免許の取得には厚生労働大臣が指定した美容師養成施設において、2年（通信制は3年）以上かけて必要な学科・実習を履修した後、美容師試験に合格しなければならない。美容師には、芸能人や映画演劇テレビ等の俳優、歌手、ファッションショーのモデルのスタイリストもおり、高級ホテル、結婚式場などに所属している美容師も多い。現在の理美容師法では、美容師と理容師の混在は許可されていないが、海外では免許制度のない国も多く、規制緩和を求める動きもある。

美容所の来店客は、従前は女性客が中心であったが、近年は、若者の生活様式や感性の変化やニーズの多様化により、カットを理容所ではなく美容所で行う男性客が増加している。「カリスマ美容師ブーム」の影響で美容師を志した者が、のれん分けや独立開業する時期を迎え、男性美容師が増えたほか、様々な男性化粧品の開発や、男性の美容への関心の高まりなども起因し、カットやヘッドスパ、クリームバスなどの利用者が増加している。

大阪の地位

美容所は生活に密着した業種であるため、人口分布に即した立地となっており、大阪府内では、住宅地あるいは駅前や繁華街に分布している。

23年度の大阪府内の施設数と従業美容師数の対全国比は、それぞれ6.2％、6.8％となっており、大阪府は東京都に次いで2番目の地位を占める。また、美容所は、平成21年度に比べ24年度には、施設数で831店（6.1％）、従業美容師数で3,018人（10.1％）増加している。

　この傾向は全国でも同様にみられ、美容所の開設に際しては、店舗建物、設備・備品などの投下資本が少なくてすむため、のれん分けによる新規開業や低価格カット店の進出、全国チェーンの大手企業の新規開店が商業地で進んでいる。

住宅地の店舗の景況は厳しく、商業地では二極化
　住宅地の美容所は、経営者一人か家族経営による営業が殆どで、経営者の高齢化による廃業が進行している。売上の状況は、デフレ下で景気先行き不透明感やなじみ客の高齢化に伴う来店頻度の減少が見られ、若年層の利用客は、同世代の若い経営者や美容師がいる美容所へ行くなど、前年比で15％程度顧客が減少し、売り上げが20％以上落ち込んでいる店も散見される。

　商店街や駅前など買い物客や通勤客が集まる商業地の美容所は、経営者が高齢化している店舗では、若年層の新規顧客の確保が全般的に難しく、なじみ客の維持も新規開業店に利用客が流れるなど困難であり、経営環境は厳しい。このため、来店客数及び売り上げが、10％～15％程度落ち込んでいるところもある。その一方で、新規顧客の確保などにより、若者を中心としたサービスの多様化による、前年比で来店者数が20％～30％、売り上げが20％アップしている店舗も見られる。

商業地では、新規開業が多く過当競争となっている地域も多く、低価格設定やカット専門などの価格競争力を前面に打ち出した大手企業の進出に伴い、顧客争奪が厳しくなっている。そうした地域の店舗では、新規顧客やなじみ客のリピート対策として、クーポン券、チラシ、ウェブサイトを活用し、来店時に30％程度価格を割り引いたり、顧客台帳を活用してなじみ客にプレゼントを提供したりするなど、経営努力に取り組む店舗もある。しかし、若い顧客の多くは価格帯に敏感でリピートが難しい面もみられる。

収益力の低下が進んでいる

利用価格は、カット4,000円～5,000円、パーマネント5,000円～8,000円が平均で、一人あたりの単価は、女性で8,000円～10,000円、男性で6,000円～7,000円となっている。全般的に、競争激化で料金を下げざるを得ない美容所が多い一方、高級店で高額料金を維持するところもある。価格は、大手企業との過度の価格競争に巻き込まれないよう、多様なニーズに対応できるよう施術メニューを細分化し、オプションでサービスを付加できるようにしたり、セット料金で割安感を打ち出すところもある。また、デザイン力や顧客の髪質やニーズにきめ細かく対応することによって、維持できるよう努力しているところが多い。
収益力の維持・向上に向けて、人件費の圧縮や従業員の削減を行う美容所もあるが、顧客数や来店頻度の減少、価格の低下の影響が大きく、収益力の低下が進んでいる。

また、25年4月から電力・ガス料金が値上げされたが、電力を一番必要とするパーマネントの利用率が低く、省エネ型ボイラーの普及などもあり、特段の影響は出ていない。ただし、今後も値上げが続いたとしても価格へ転嫁しにくいため、収益圧迫の要因になると経営者は危惧している。さらに、消費税を内税としている美容所が殆どで、8％、10％と増税になった場合、価格転嫁をすれば利用者が減小し、経営への圧迫要因となることを危惧している経営者が多い。
　設備投資、資金繰り、雇用は堅調

　設備投資は、新規開業が増加しているため関連設備への投資は堅調であるが、金融機関からの借り入れに特に問題はない。既存店の設備更新は、利用客の減少や利用料金の低下などによる経営悪化もあり、需要は殆ど無いが、店舗の衛生設備の改善を求める美容師法の改正や顧客の店舗に対する清潔感に対応するため、老朽化店舗の改装需要がみられる。

　新規雇用は、商業地の既存店では、顧客と売上の増加が見込めないため、スタッフの新規採用を見合わせるところも多く見られる。ただし、全国チェーン店の進出やのれん分けなどによる新規開業が増えていることから、業界全体での雇用者数は増えている。

今後の見通し

　施設数では、少子高齢社会において、住宅地の美容所の廃業が進むことが想定される。ただし、商業地の美容所は、既存店に加え、全国展開のチェーン店やのれん分けなどによる新規開業が今後も増加することが想定され、価格競争が激しくなり、収益を大きく圧迫する要因となると考えられる。また、美容師は立ち仕事で労働時間も長く、接客話術も必要な労働環境であることも影響し、美容師学校への入学者及び卒業者の減少が続いており、今後労働力の確保が厳しくなることが想定される。少子化が進む中で、美容業界が魅力ある職場となるように、労働環境や賃金の改善など取り組む課題も多くある。

今後の経営課題として、マッサージなどの新規顧客サービスの充実や、若者向けのサービス・商品の販売、専門化粧品の販売などの経営の多角化とともに、男性のさらなる顧客化、時代の先端を行くヘアーデザインの開発を進めるとともに、ヘアーファッション業界全体で、大阪からの情報発信が求められている。

（江原　均）
	美容所数、美容師数の推移

（単位：店、人）

	
	全国
	大阪府

	
	施設数
	従業

美容師数
	施設数
	従業

美容師数

	平成
	21年度
	223,645
	453,371
	13,636
	29,966

	
	22
	223,277
	456,872
	13,926
	31,053

	
	23
	228,429
	471,161
	14,275
	32,206

	
	24
	‐
	‐
	14,467
	32,984

	資料：厚生労働省『衛生行政報告例』

（注１）平成24年のデータは、大阪府健康医療部環境衛生課調べ。

（注２）平成22 年度は、東日本大震災の影響により、宮城県のうち仙台市以外の市町村、福島県の相双保健福祉事務所管轄内の市町村が含まれていない。


	常用雇用者規模別の事業所数

（単位：店、％）

	
	大阪府

	
	事業所数
	構成比
	個人事業所構成比

	合計
	10,290
	100.0
	81.8

	0人
	4,804
	46.7
	97.5

	1～4人
	4,084
	39.7
	82.3

	5～9人
	919
	8.9
	35.6

	10人以上
	483
	4.7
	9.1

	資料：総務省「平成21年経済センサス‐基礎調査」
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